
平成26年1月17日第101回市町村セミナー

世田谷区 地域福祉部 介護予防・地域支援課
河島 貴子

～市区町村の立場から～

世田谷区の取組み

セッション２
都市部の多様な資源や人材を活かした地域づくり

資料５
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地域資源を活用した多様な通いの場の取組例 ～東京都世田谷区～
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【ここがポイント！】

大学を会場とした通所
（Ｂ地区）

喫茶店の集いの場
（Ｃ地区）

町会会館の筋力アップ教室
（Ａ地区）

都営住宅の外出支援
（Ｄ地区）

・大学を会場として、デイサービスを
利用していない要支援者等が行き
たくなる通所プログラムを立ち上げ
た。（大学の使用交渉は区が担当）
・アート体験、ヨガ、ミニ講義、民謡、
子どもと遊ぶなどの多彩なプログラ
ム

120分×週１回 参加費 100円/回
学生・住民ボランティアの協力あり

・デイサービスを利用していない要支
援者等の外出のきっかけづくりとし
て喫茶店を集いの場にした。
・店の和式トイレは簡易洋式便座をか
ぶせて使用しやすくした（福祉用具
事業者に協力要請）

90分×月２回 参加費 300円/回

住民ボランティアの協力あり

・地区内のサロンや住民の自主活動
を全て調べ、通いの場が乏しい地
区を特定。徒歩10分以内で行ける
範囲で会場を確保し、新たな筋力
アップ教室を立ち上げた。

90分×週１回、 参加費 無料
住民ポランティアの協力あり
理学療法士が定期的に指導助言

・交通量の多い国道を横断しなけ
れば買物等に行けない都営住宅
の要支援者等のための外出支
援を立ち上げた
・福祉施設の送迎車両の遊休時
間帯を利用してスーパーや郵便
局へ送迎

月１回 参加費 300円/回
住民ボランティアの協力あり

①区の保健師が、地域包括支援センターと地域で行動を共にして地域づくりのノウハウを伝授
②その後、各地域包括支援センターが担当地域の自治組織や住民と会合等を通じて関係づくり

平成24年8月1日現在

○世田谷区は、地域包括支援センターとの定期的な連絡会議で現場の問題を共有し、関係機関の調整
など必要な行政対応を行いながら、地域包括支援センターの地域づくりをサポート。地域包括支援セ
ンター単位で都市部の豊富な地域資源を活用して多様な通いの場の創設や外出支援を実現している

地域包括支援センター 委託 27カ所
総人口 862,840人

65歳以上高齢者人口
165,913

人（19.2％）
75歳以上高齢者人口 84,367人（9.8％）
要介護認定率 20.4%

第5期1号保険料 5,100円

神奈川県

埼玉県

東京都
世田谷区

○地域づくり研修会・勉強会
○地域づくり手法の教材作成
○地域資源マップの作成
各地域包括支援センターが、
担当地区の情報を地図に書き込
み、地域の特徴を可視化（宅配
してくれるスーパー、ベンチのあ
る歩道、散歩に適したルート等）

○４地区の地域包括支援セン
ターと区の連絡会議

・アイディアの持ち寄り
・資源活用上の課題整理
・有益情報の共有

・新メニューの立ち上げ手順の確
認 等

地域づくりの下準備 モデル事業による取組み
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世田谷区の地域包括支援センターの設置状況

（Ｈ25．5月現在）

地域包
括支援
セン
ター数

27箇所

※13法人が設置

（社会福祉法人：12 医療法人：1）

•概ね1中学校区に1箇所
（出張所・まちづくりセンター毎に1箇
所）

職員数

145人（27箇所の総数）⇒ 平均 5.4人

社会福祉士：55人

主任介護支援専門員：30人

保健師等：33人

その他（ケアマネジャー等）：27人

地域包括支援センターイメージキャラクター「あんすこ君」

• 区の政策方針で出張所・まちづくりセンターとの一体化
を順次進めている。

• 25年5月時点で13箇所の一体化が整備済み。
• 25年度末に1箇所、26年度に3箇所の一体化を予定。
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地域包括支援センターに対する区のバックアップの経過

介護予防担当部保健福祉部
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保健福祉課

総合支所（５箇所）
介
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予
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地域包括支援センター （あんしんすこやかセンター ）

創設当時の支援体制
（H18年度）

保健師10名が地域包括の質の向上を支援

現在の支援体制
（H25年度）

区（本庁）：

地域福祉部

世田谷総合支所 地域包括支援センター（7箇所）

北沢総合支所 地域包括支援センター（6箇所）

砧総合支所 地域包括支援センター（6箇所）

玉川総合支所 地域包括支援センター（5箇所）

烏山総合支所 地域包括支援センター（3箇所）

個
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• 保健師10名を介護予防課
に集中配置

• 保健師が2人一組が各地
域毎の地域包括支援セン
ターの担当となり巡回し、
現場の課題を一緒に考え、
地域での動き方を伝授
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バックアップの内容

地域包括支援センター職員の人材育成や介護予防のシステ
ムづくりに保健師10名が専任で取り組んだ時期

地域包括支援センターの質の向上
や介護予防システムの定着に向け
て取り組んだ時期

平成１８年度 平成１９・２０年度 平成２１年度以降

介護予防ケアマネジメントを
中心に支援

地域づくりを中心に支援 業務評価・認知症施策を中心に支援

• 月１回の地域包括支援セ
ンターへの巡回指導

• 二次予防事業対象者（特
定高齢者）の把握や一次
予防事業対象者（一般高
齢者）向け講座の開催。

• 定例的な研修の開催(地
区診断の研修など）

• 介護予防事業の立ち上げ
と指導(手引きの作成）

• 介護予防マップ(あんすこ
のポケット)の作成

• 月１回の地域包括支援セ
ンターへの巡回指導継続

• 地域づくりモデル事業の
実施（巡回指導の中でど
のように地域づくりを進め
ていけば良いかわからな
いとの声を受けて実施）

• 自主化支援のしくみづくり

• 事業計画を各地域包括支援セン
ター毎に作成（巡回指導は3ヶ月
に1回）

• ハイリスク高齢者の把握とアプ
ローチに関するマニュアル作成

• 認知症対策を視野に入れ更なる
質の向上のために、認知症につ
いての研修実施
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４箇所の地域包括支援センターが、それぞれの地区の住民とともに話し合い、地区の状況に応じて新
たな支援メニューを開発した。

世田谷区介護予防強化推進事業（予防モデル事業）の４地区の特徴

④

①
②③

地区名 地区の特徴

①

池尻

・民生委員、町会、警察、商店、社会福祉協議
会、金融機関、消防、介護保険事業者、学校、
医療機関、地域包括支援センターなどのメンバ
ーが集まり、まちの困りごとについて話し合い、
連携して解決することに取り組んでいる。

②

太子堂

・閉じこもり防止や住民同士のつながりの再生
を目指して、町会や民生委員が協力して、住民
ボランティアの運営によるお茶飲み会が開催さ
れている。

③

若林

・町会が災害時の見守り体制づくりに取り組む
などの住民活動が行われており、地域包括支
援センターがネットワーク定例会に参加・協力し
ている。

・区の調査研究で、学校と地域の連携が良く、
女性の住民力が高い特徴が見られた。

④

奥沢

・社会交流の少ない高齢者の交流の場としてサ
ロンを多種、開催している。

・地域包括支援センターが入る建物内に地域住
民が運営する喫茶コーナーがある利点を活かし
、既存の地域団体と協力して地域づくりを進め
ている。

・区の調査研究で、住民力が高い地区とされた



世田谷区予防モデル事業の概要

１ 区は、４箇所の地域包括支援センターに予防モデル事業の実施を委託

●各地域包括支援センターは、対象者に予防モデル事業の参加のはたらきかけを行
い、地域資源の情報収集と活用を検討し、新しい支援メニューを立ち上げた。

●区は、4箇所の地域包括支援センターと定期的に連絡会を開催し、進捗把握、課題
整理及び関係機関調整を行った。

２ 多職種によるアセスメントとケースカンファレンス（個別地域ケア会議）を実施

●4箇所の地域包括支援センターが、それぞれ専門職と同行訪問を行い、難しくなって
いる生活行為とその要因を明らかにし、必要な指導助言を実施

●訪問対応が可能な理学療法士・管理栄養士の発掘と訪問調整は、各地域包括支援
センターが行った。

●専門職との同行訪問及びケースカンファレンス（個別地域ケア会議）を通じて、自立
支援の方法が具体化した。
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世田谷区予防モデル事業における
参加者・地域包括支援センター・区の関係イメージ図

あんしんすこやかセンター

バックアップ

モデル事業参加者

商店会

社会福祉協議
会のサービス高齢者クラブ

介護保険事
業者

理学療法士・管
理栄養士
などの専門職

地域の人や場所などの
多様な社会資源

・支援メニューの立
ち上げの相談
・報告

事業開始の周知・
協力依頼

・定期的な連絡会の開催
・サービス検討会の出席
・帳票作成

相談・協力依頼
支援メニュー
として活用

町会

出張所・まちづく
りセンター

民生委員

大学

相談
アセスメント

サービスのコーディネート

団地や近隣
住民

地区
社協

世田谷区
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区の役割（事業の準備時期）

• 各地域包括支援センターとの密な打ち合わせ

＊予防モデル事業の実施が決まった平成24年7月頃から、4地区の地域包括支

援センター担当者（管理者）と区の事業担当者4名(保健師2名、管理栄養士1名、
事務1名)が、月に1～2回、事業の打合せを通じて、予防モデル事業のねらいや
目指す方向の意思統一を図った。

＊打合せでは、各地区に必要な支援メニューの考え方や専門職の確保の方法、
区のオリジナル帳票の作成や実績報告の取り決め、広報、周知方法を相談。

• 関係団体への説明・周知

＊社会福祉協議会及び民生委員会長協議会、町会長会議、出張所・まちづくり

センター等の関係団体に、地域包括支援センター職員と区の担当者が、事業
の趣旨説明を行い、事業の理解と活用可能な資源の情報や協力を呼びかけた。
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区の役割（事業の開始後）
• 定期的な連絡会の開催

＊毎月1回～隔月1回、４地域包括支援センターと定期的に顔を合わせて、各地区
の進捗状況を互いに確認し、情報を共有。

• ケースカンファレンスの参加

＊区の保健師が医療職として各地区ごとのケースカンファレンス(サービス検討
会）に参加。

区の担当者と地域包括支援センター職員が、まめに顔を合わせることにより、事
業目的を共有し、目的に沿って事業を展開できるようにした。

【共有する中で浮かび上がった課題】
リハ職等の専門職との同行訪問が順調に進んでいない地区が存在

⇒リハ職によって、モデル事業における役割の理解や対応の仕方に違いがある。
（保健事業では、対象者に対する直接的アプローチではなく、取り巻く環境を通じ
た間接的アプローチが求められるが、このことに対するとまどいが生じていた。）

各地区のリハ職等の専門職と地域包括支援センター職員、区職員の意見交換会
を開催し、事例を通じて、それぞれの役割を確認。これにより、地域包括と専門職
の協働が進みはじめた。 11



モデル事業を通して見えてきた良い変化

○地域包括支援センターが地区内の資源を再度洗い出し、活用可
能な資源を工夫してつなぐことにより、新たなサービスメニューの
創設につながった。

○介護保険サービスありきではなく、いかに地域の資源を活用して、
個々の状態にあった支援を組み立てるかということを通して、地域
包括支援センターの職員の意識が変わった。

○予防モデル事業の実施について、地域住民に相談することによ
り、住民と地域包括支援センターが地区の介護予防について意見
を交換する機会ができた。

○区の担当者と地域包括支援センター職員が、事業実施に当たり、
月に１回程度の打ち合わせを重ねたことにより、新たな施策検討
に現場の意見を反映させやすくなった。
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モデル事業を通じて明らかになったことと今後の方向

○自立支援の視点で介護予防ケアマネジメントを実施する意識の
重要性。予後予測をしながら個々に必要な支援を考える。

○閉じこもりがちになっている低活動の高齢者には、外出意欲を高
める働きかけと多様な通いの場の選択肢が必要。会場の確保
が課題。

○介護保険以外で軽度者の生活を支える使い勝手の良い生活支
援サービスの検討が必要。

○モデル事業で得られた良い成果を、今後他の23か所の地域包括
支援センターと共有し、他地区にも取り組みを拡大していく働き
かけが重要。
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社会福祉法人 奉優会

奥沢あんしんすこやかセンター

渡辺孝行

セッション２
都市部の多様な資源や人材を活かした地域づくり

～地域包括支援センターの立場から～

筋力アップ教室の立ち上げ

平成26年1月17日第101回市町村セミナー
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面積：1,216㎢ 人口：21,320人 世帯数：10,843世帯

65歳以上人口 4,890人（高齢化率22.9%）

75歳以上人口 2,532人（人口比12%） （H25.4.1）

奥沢あんしんすこやかセンターの概況

常勤職員５人（保健師１，社会福祉士３，主任介護支援専門員１）

• 奥沢地区は、１中学校区域

• 町会は、２つのみ。

• ４５％が戸建ての住宅地

• （周囲の4分の3が目黒区と大田区に隣接）
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地域との関係づくり・資源の情報収集
• 奥沢地区は、年間を通して地域の行事が盛ん。

• 奥沢あんしんすこやかセンターは、区のまちづくりセ
ンターや地区社協と共に、地域の行事に積極的に参加
し、職員の顔を知ってもらうようにしている。

• また、地区の集会所などで、サロンや体操の集いなど
住民の活動も活発。

• これらの活動のほぼ全てに一度は顔を出して、活動を
体験し、リサーチした情報を一覧表に整理。これは、
相談対応の際に、役立っている。

• 行事やサロン等に参加する際には、奥沢あんしんすこ
やかセンターのパンフレットや啓発冊子を配布したり
、時には、認知症予防、消費者被害、熱中症、感染症
などのミニ講話を行うことも。

• 積極的に地域に出て行くと、出かけた先で、高齢者の
情報をつかみやすい。また、顔を知ってもらえるので
、困った時の相談先として認知されている。

• 日頃から、地域に出かけていくことをモットーにして
いる。 17


